
- 1 - 

岐阜市人事行政の運営等の状況の公表について 

岐阜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年3月30日条例第4号）第3条各号及び第5条各号に定める事

項について、以下のとおり公表します。 

                                     令和３年１１月１日 

（第3条第1号関係） 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用状況（令和2年度） 

(人)

　　　 区 分
事　由

一　般
行政職

技　能
労務職

消防職
医師･歯
科医師職

薬剤師･医
療技術職

看護･
保健職

大　学
教　員

高等学
校教員

幼稚園
教　員

合 計

試験採用 85 6 16 0 12 68 0 0 2 189

選考採用 4 0 0 41 0 0 4 0 0 49

割愛採用 16 0 0 0 0 0 0 7 0 23

合　計 105 6 16 41 12 68 4 7 2 261

  備 考 1 一般行政職は、上記表の区分欄に記載する技能労務職から幼稚園教員まで以外の職員を示します。 

      2 割愛採用とは、一定の手続きによってほかの自治体などに身分を移すことで、具体的には、岐阜県教育委員会の教諭

を岐阜市職員に任用する場合などを示します。 
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（２）退職の状況（令和2年度） 

(人)

一　般
行政職

技　能
労務職

消防職
医師･歯
科医師職

薬剤師･医
療技術職

看護･
保健職

大　学
教　員

高等学
校教員

幼稚園
教　員

合 計

18 27 9 2 3 5 6 0 1 71

8 0 2 0 1 2 0 0 0 13

46 2 9 38 3 30 9 5 0 142

普通退職 24 1 9 38 3 30 7 0 0 112

分限免職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

懲戒免職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

失　　職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

死亡退職 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2

そ の 他 21 0 0 0 0 0 2 5 0 28

72 29 20 40 7 37 15 5 1 226合　計

　　　  区 分
事 由

定年退職

早期退職

そ の 他

備 考 1 定年退職 地方公務員法第28条の2第1項の規定による退職（同法第28条の3第1項の規定による期限又は 

同条第2項の規定により延長された期限の到来により退職した者を含みます。） 

      2 早期退職 任命権者が行う退職勧奨に応じた退職 

      3 普通退職 自己都合による退職 

      4 分限免職 地方 公務員法第28条第1項の規定による免職 

      5 懲戒免職 地方公務員法第29条第1項の規定による免職 

      6 失  職 地方公務員法第28条第4項の規定による失職 

      7 そ の 他 割愛退職（本市を退職し、他の自治体等に採用される者）等 
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（３）フルタイム会計年度任用職員数の状況 

（令和2年4月1日現在） 

（人）

職種 事務職
技術職
（電気）

技術職
（化学）

保育士
福祉
指導員

獣医師 薬剤師
臨床
検査技師

保健師 准看護師 教員 合計

人数 161 1 1 66 4 2 2 2 2 1 62 304

（令和3年4月1日現在） 

（人）

職種 事務職
技術職
（電気）

保育士
福祉
指導員

獣医師 栄養士
臨床
検査技師

保健師 准看護師 教員 合計

人数 166 1 67 4 1 1 3 1 1 72 317

（４）フルタイム会計年度任用職員の採用の状況（令和2年度）

（人）

職種 事務職
技術職
（土木）

保育士
福祉
指導員

獣医師 薬剤師
臨床

検査技師
保健師 教員 合計

人数 24 1 10 2 1 1 1 2 61 103

（５）フルタイム会計年度任用職員の退職の状況（令和2年度） 

（人）

職種 事務職
技術職
（土木）

技術職
（化学）

保育士
福祉
指導員

獣医師 薬剤師 保健師 教員 合計

人数 21 1 1 6 4 1 2 2 14 52

  備 考 任期満了による退職も含みます。 
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（６）職員数の状況（令和3年4月1日現在） 
（人）

H30 H31 R2 R3 H31 R2 R3 増 減

議　会 18 18 18 18

総　務 418 425 452 459 7 27 7
「（仮称）岐阜市未来都市構想」策定、
「岐阜連携都市圏ビジョン」改定、多文
化共生等の推進、総合窓口開設

国勢調査の終了

税　務 135 140 137 137 5 △ 3

労　働 4 4 4 4

農　林 52 53 52 57 1 △ 1 5 組織機構改革に伴う部門間の移動、業務増

商　工 37 38 56 53 1 18 △ 3 岐阜城耐震化事業 大河ドラマ関連業務の終了

土　木 285 283 285 282 △ 2 2 △ 3
公共用地事業体制の見直し、事務
分担の見直し

小　計 949 961 1,004 1,010 12 43 6

民　生 482 502 501 514 20 △ 1 13
生活保護世帯増に伴う業務増、家庭児童
相談、乳幼児相談件数の増加、保育所入
所相談業務の増加

衛　生 370 362 363 378 △ 8 1 15 感染症対策の充実
現業職員の退職に伴うパートタイ
ム会計年度任用職員化、事務分担
の見直し

小　計 852 864 864 892 12 28

1,801 1,825 1,868 1,902 24 43 34

教　育 377 363 331 321 △ 14 △ 32 △ 10 教育施策の企画立案機能の強化
不登校特例校設置の完了、現業職
員の退職に伴う会計年度任用職員
化

消　防 448 659 654 654 211 △ 5
小　計 825 1,022 985 975 197 △ 37 △ 10
病　院 897 925 968 970 28 43 2 働き方改革関連事務の増

水　道 93 94 94 94 1
下水道 96 95 95 96 △ 1 1 事務分担の見直し

交　通
その他 124 124 127 129 3 2 競輪事業ナイター競輪場外開催の増加

小　計 1,210 1,238 1,284 1,289 28 46 5
3,836 4,085 4,137 4,166 249 52 29

主な増減事由　　　　区　分
部　門

（

福
祉
関
係
を
除
く
）

一

般

行

政

福
祉
関
係

公
営
企
業
等

総　　合　　計

一般行政計

特
別
行
政

職　員　数 対前年増減数

    備 考 職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者、育児休業者、派遣職員等を含みます。 

    （フルタイム会計年度任用職員は、除く。フルタイム会計年度任用職員は、前頁） 
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（第3条第2号関係） 

２ 人事評価の状況 

評
定
の
方
法

第1次考課者 第2次考課者 第1次調整者 第2次調整者 最終決定者
部長級の職員 副市長 － － －
課長・次長級の職員 部　　長 － 行政部長 副市長
その他の職員 課　　長 部　　長 人事課長 行政部長
注１　部長級の職員には、部長級の参与等を含みます。
注２　次長・課長級の職員には、次長級の審議監、課長級の管理監等を含みます。

評
定
結
果
の
活
用

評
定
者

　人事考課の結果が良好である職員については適正な処遇を行うとともに、これを
活用して組織の活性化並びに職員の育成及び意欲の向上に資するものとし、人事考
課の結果が不良である職員については職務上の指導及び監督、研修の実施、職務の
一部変更、配置換えなどにより適切な措置を講じます。
　なお、人事考課結果については勤勉手当、昇給への反映を行います。

　勤務成績の評定は、人事考課票により、業績・能力の２つの観点から、それぞれ
の項目の定義、着眼点に基づいて、５段階の考課を行います。
　特に業績については、目標管理制度を活用しており、人事考課票に設定した目標
の難易度と達成度から考課を決定しています。

職員の区分
考　課　者　等

市　長
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（第3条第3号関係） 

３ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（令和２年度普通会計決算見込み） 

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率

（令和3年3月31日） (A) (B) (B/A)

人 千円 千円 千円 ％
普 通 会 計 406,407 241,894,694 7,673,384 24,674,124 10.2

区　　分

備 考 人件費は、特別職に支給される給料・報酬等を含みます。フルタイム会計年度任用職員含む。 

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

  ア 会計年度任用職員以外の職員 

職員数 １人当たり

(A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計(B) 給与費(B/A)

人 千円 千円 千円 千円 千円
2,851 10,734,619 3,355,265 4,620,580 18,710,464 6,563

2,878 10,851,595 3,457,872 4,623,200 18,932,667 6,578

年　　度
給与費

令和３年度

令和２年度

イ フルタイム会計年度任用職員 

職員数 １人当たり

(A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計(B) 給与費(B/A)

人 千円 千円 千円 千円 千円
230 589,922 95,024 123,432 808,378 3,515

236 602,651 98,426 126,024 827,101 3,505

年　　度
給与費

令和３年度

令和２年度

備 考 給与費は、各年度の当初予算額を示し、職員手当には、退職手当を含みません。 
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（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（各年度4月1日現在） 

平均給料
月 額

平均給与
月 額

平均年齢
平均給料
月 額

平均給与
月 額

平均年齢

円 円 歳 円 円 歳

一 般 行 政 職 322,012 427,069 41.02 321,532 434,328 41.01

税 務 職 285,352 379,179 37.06 283,065 389,217 37.08

医 師 ・ 歯 科 医 師 職 561,050 953,334 54.10 563,250 964,116 55.10

薬 剤 師 ・ 医 療 技 術 職 324,565 443,142 44.00 319,911 422,319 43.05

看 護 ・ 保 健 職 306,283 426,467 41.00 303,338 387,945 40.04

福 祉 職 266,377 316,896 36.01 266,021 322,837 36.04

消 防 職 284,900 374,100 36.10 286,228 381,469 37.01

企 業 職 311,571 466,306 39.00 313,110 479,664 39.03

技 能 労 務 職 311,294 386,727 54.04 297,316 366,162 53.06

特 定 任 期 付 職 員 500,667 551,957 50.10 546,000 586,237 61.30

大 学 ( 短 期 大 学 ) 教 育 職 423,139 490,379 47.09 422,742 490,169 47.01

高等(特殊・専修・各種)学校教育職 383,445 445,156 41.05 380,932 455,460 41.03

小 ・ 中 学 校 ( 幼 稚 園 ) 教 育 職 328,080 370,240 40.10 333,395 380,958 41.02

そ の 他 の 教 育 職 397,548 543,039 48.01 393,156 567,548 46.08

フ ル タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 206,728 241,149 47.09 208,801 244,171 49.00

職種区分
令和２年度 令和３年度

備 考 1 職種区分（フルタイム会計年度任用職員は除く）は、地方公務員給与実態調査に基づく職種区分をいいます。 

      2 平均給料月額は、各職種区分の該当者全員の給料月額（給料の調整額を含む。）の合計額を該当者全員 

の人数で除した額です。 

      3 平均給与月額は、各職種区分の該当者全員の給料月額及び職員手当（退職手当及び期末・勤勉手当を除 

く。）の合計額を該当者全員の人数で除した額です。 
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（４）職員の初任給の状況（各年度4月1日現在） 

採用２年経過日 採用２年経過日

給 料 額 給 料 額

円 円 円 円

大学卒 188,700 202,400 182,200 195,500

高校卒 154,900 165,900 150,600 160,100

大学卒 188,700 202,400 182,200 195,500

高校卒 154,900 165,900 150,600 160,100

年度

令和２
年度

令和３
年度

一般行政職

岐阜市 国

一般行政職

区 分
決 定 初 任 給 決 定 初 任 給
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（５）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（各年度4月1日現在） 

１０年 １５年 ２０年 １０年 １５年 ２０年
円 円 円 円 円 円

大学卒 260,384 305,004 349,907 261,555 303,254 344,459

高校卒 305,900

大学卒 260,700 304,775 343,450 250,114 304,700

高校卒 249,800

医 師 ・ 歯 科 医 師 職 大学卒

大学卒 250,233 307,000 304,300 335,200

高校卒

大学卒 267,633 282,900 322,000 263,500 295,700 327,575

高校卒

大学卒 244,100 298,620 343,175 248,900

高校卒

大学卒 261,361 312,307 378,200 263,306 316,831 354,900

高校卒 236,975 257,600 293,900 237,471 290,178 309,300

大学卒 296,652 338,800 340,638 325,972 345,400 388,818

高校卒 268,400

技 能 労 務 職 高校卒

大学卒 472,000

高校卒

大 学 ( 短 期 大 学 ) 教 育 職 大学卒 380,140 430,500 335,150 380,183 436,775

大学卒 346,216 407,524 341,068

高校卒

大学卒 345,800 380,224

高校卒

大学卒 367,000 388,400

高校卒

小 ・ 中 学 校 ( 幼 稚 園 ) 教 育 職

そ の 他 の 教 育 職

看 護 ・ 保 健 職

福 祉 職

消 防 職

企 業 職

特 定 任 期 付 職 員

高等(特殊・専修・各種)学校教育職

令和２年度 令和３年度
職種区分

税 務 職

一 般 行 政 職

薬 剤 師 ・ 医 療 技 術 職

備 考 1 職種区分は、地方公務員給与実態調査に基づく職種区分をいいます。 

    2 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。 

    3 金額表示の無いものは、該当する経験年数を有する職員がいないものです。 
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（６）級別職員数の状況（各年度4月1日現在） 

行政職給料表（一）
年度 区　　分 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 31 58 143 99 299 341 755 595 328 2,649
構 成 比 （ ％ ） 1.2 2.2 5.4 3.7 11.3 12.9 28.5 22.4 12.4 100.0
職 員 数 （ 人 ） 32 64 146 132 264 332 767 641 311 2,689
構 成 比 （ ％ ） 1.2 2.4 5.4 4.9 9.8 12.3 28.6 23.8 11.6 100.0

行政職給料表（二）
年度 区　　分 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 18 82 47 8 155
構 成 比 （ ％ ） 11.6 52.9 30.3 5.2 100.0
職 員 数 （ 人 ） 11 81 25 14 131
構 成 比 （ ％ ） 8.4 61.8 19.1 10.7 100.0

医療職給料表（一）
年度 区　　分 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 82 61 143
構 成 比 （ ％ ） 57.3 42.7 100.0
職 員 数 （ 人 ） 79 68 147
構 成 比 （ ％ ） 53.7 46.3 100.0

医療職給料表（二）
年度 区　　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 6 14 7 42 28 59 89 1 246
構 成 比 （ ％ ） 2.4 5.7 2.8 17.1 11.4 24.0 36.2 0.4 100.0
職 員 数 （ 人 ） 7 13 9 36 34 61 93 2 255
構 成 比 （ ％ ） 2.7 5.1 3.5 14.1 13.3 23.9 36.6 0.8 100.0

医療職給料表（三）
年度 区　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 2 25 35 62 189 386 699
構 成 比 （ ％ ） 0.3 3.6 5.0 8.9 27.0 55.2 100.0
職 員 数 （ 人 ） 1 29 32 68 181 386 697
構 成 比 （ ％ ） 0.1 4.2 4.6 9.8 26.0 55.3 100.0

令和２
年 度
令和３
年 度

令和２
年 度
令和３
年 度

令和２
年 度
令和３
年 度

令和２
年 度
令和３
年 度

令和２
年 度
令和３
年 度
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教育職給料表（一）
年度 区　　分 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 2 35 24 21 22 104
構 成 比 （ ％ ） 1.9 33.6 23.1 20.2 21.2 100.0
職 員 数 （ 人 ） 2 31 23 23 18 97
構 成 比 （ ％ ） 2.1 31.9 23.7 23.7 18.6 100.0

教育職給料表（二）
年度 区　　分 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 1 1 33 3 38
構 成 比 （ ％ ） 2.6 2.6 86.9 7.9 100.0
職 員 数 （ 人 ） 1 1 33 3 38
構 成 比 （ ％ ） 2.6 2.6 86.9 7.9 100.0

教育職給料表（三）
年度 区　　分 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 2 20 22
構 成 比 （ ％ ） 9.1 90.9 100.0
職 員 数 （ 人 ） 2 20 22
構 成 比 （ ％ ） 9.1 90.9 100.0

令和２
年 度
令和３
年 度

令和２
年 度
令和３
年 度

令和２
年 度
令和３
年 度

計 ４，０７６人（再任用職員・任期付職員は除く） 

岐阜市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

参考（一般行政職）

年度 区　　分 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

職 員 数 （ 人 ） 28 47 98 72 164 174 449 249 124 1,405

構 成 比 （ ％ ） 2.0 3.3 7.0 5.1 11.7 12.4 32.0 17.7 8.8 100.0

職 員 数 （ 人 ） 29 53 102 101 133 174 454 267 126 1,439

構 成 比 （ ％ ） 2.0 3.7 7.1 7.0 9.2 12.1 31.5 18.6 8.8 100.0

令和２
年 度

令和３
年 度
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（７）職員手当の状況（令和3年4月1日現在） 

期 末 手 当
勤 勉 手 当

（令和３年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　 勤勉手当
一般職員　　　　　　　　　　2.55月分（1.45月分） 　1.90月分（0.9月分）
管理職員　　　　　　　　　　2.15月分（1.25月分）　 2.30月分（1.1月分）
フルタイム会計年度任用職員　2.35月分　　　　　　　　－ 月分
　職制上の段階、職務の級等による加算措置　有
　＊国と同様
（注）期末手当、勤勉手当の（）内の数字は、再任用職員に係る支給割合

　　　　　　　自己都合 　　　　定年・早期
勤続２０年　　19.6695月分　　　24.586875月分
勤続２５年　　28.0395月分　　　33.27075 月分
勤続３５年　　39.7575月分　　　47.709   月分
最高限度額　　47.709 月分　　　47.709   月分
　＊国と同様
加算措置　　　　　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　45歳～59歳　2％～45％加算
　＊国と同様
会計年度任用職員以外　　１人当たり　　自己都合等　　　定年・早期
　　　　　　　　　　　　平均支給額　　2,104千円　　   19,807千円

退職手当
(支給率)

会計年度任用職員　　　　１人当たり　　自己都合等　　　定年・早期
　　　　　　　　　　　　平均支給額　　　 71千円　　　    137千円

備 考 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職員についての平均額です。 
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（ア）会計年度任用職員以外の職員 

医師・歯科医師 その他の職員

支 給 率 (％) 16 6

支 給 対 象 職 員 数 (人) 147 4,019

国 の 制 度 ( 支 給 率 ) (％) 16 6

支給対象職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
(令和２年度決算見込み)

(円) 896,739 231,933

地 域 手 当
（ 令 和 3 年
4月1日現在）

区 分

  備 考 支給対象職員数は、再任用短時間勤務職員を除く。 

（イ）会計年度任用職員 

医師・歯科医師 その他の職員

支 給 率 (％) 16 6

支 給 対 象 職 員 数 (人) 0 317

国 の 制 度 ( 支 給 率 ) (％) 16 6

支給対象職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
(令和２年度決算見込み)

(円) 0 151,217

地 域 手 当
（ 令 和 3 年
4月1日現在）

区 分
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（ア）会計年度任用職員以外の職員 

全　　職　　種

(％) 45.3

(円) 381,710

(種類) 28

斎場勤務手当、保健所等医師手当、市民病
院勤務手当、消防手当、食肉業務手当、清
掃手当

市民病院勤務手当、消防手当、清掃手当

特殊勤務手当
(令和２年度)

職員全体に占める手当
支 給 職 員 の 割 合
支給職員１人当たり平
均 支 給 年 額

手 当 の 種 類

代 表 的 な
手 当 の 名

称

支 給 額 の
多 い 手 当

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

区 分

（イ）会計年度任用職員 

全　　職　　種

(％) 10.2

(円) 62,014

(種類) 28

市民病院勤務手当、食肉業務手当、保健福
祉事務職員手当

市民病院勤務手当、保健福祉事務職員手当

特殊勤務手当
(令和２年度)

職員全体に占める手当
支 給 職 員 の 割 合
支給職員１人当たり平
均 支 給 年 額

手 当 の 種 類

代 表 的 な
手 当 の 名

称

支 給 額 の
多 い 手 当

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

区 分

 備 考 手当の種類は、岐阜市職員の特殊勤務手当に関する規則、岐阜市病院事業職員の特殊勤務手当に関する規程及び岐阜市上

下水道事業部職員の特殊勤務手当に関する規程に基づく手当の種類です。 
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（ア）会計年度任用職員以外の職員 

支 給 額 (千円) 1,681,625

職員１人当たり支給年額 (千円) 471

超過勤務手当
(令和２年度)

（イ）会計年度任用職員 

支 給 額 (千円) 30,310

職員１人当たり支給年額 (千円) 100

超過勤務手当
(令和２年度)
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区　　分

・配偶者、父母等1人につき

　行政職給料表（一）の9級に相当する職員

　行政職給料表（一）の8級に相当する職員　

　行政職給料表（一）の7級以下に相当する職員　

・子１人につき　　　　

　満16歳から満22歳までの子1人につき加算

（＊国と同様）

住 居 手 当

通 勤 手 当

扶 養 手 当

内　　　容

借家、借間居住者
　月額16,000円を超える家賃を負担している職員に対して家賃額に応じ、月額28,000円まで
（＊国と同様）

ア　交通機関等利用者
　　運賃相当額に応じ月額55,000円まで
イ　自動車等使用者
　　片道2km以上の使用者に対して、使用距離に応じ月額2,900円から月額34,900円まで
ウ　その他加算額
　　・自転車を使用する場合には、2,000円を加算する。
　　・一定の条件に該当し、自動車等使用者で有料の駐車場を借りている場合
　　　１か月の駐車料金から2,000円を控除した額（支給限度額10,000円）
（＊国と一部異なる：自動車等使用者の手当額）

月額 　3,500円

月額 　6,500円

支給しない

月額　10,000円

月額 　5,000円
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（８）特別職の報酬等の状況（令和2年度） 

区 分 月 額 期 末 手 当

市 長 1,090,000円

副 市 長 890,000円

教 育 長 780,000円

常勤の監査委員 630,000円

議 長 770,000円

副 議 長 700,000円
議 員 650,000円

（支給割合）
令和2年度 　4.45 月分
令和3年度 　4.4 月分

（支給割合）
令和2年度 　4.45 月分
令和3年度 　4.4 月分
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（第3条第4号関係） 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（令和3年4月1日現在（令和2年度も同様）） 

（１）勤務時間の状況 

始　業 終　業 休憩時間 休息時間 週休日

38時間45分 7時間45分 午前8時45分 午後5時30分 正午～午後1時 - 土、日

１週間の
勤務時間

標準的な勤務時間の割り振り１日の
勤務時間

  備 考 1週間の勤務時間は、地方公務員法第24条第5項の規定に基づき、条例で定めた職員の勤務時間です。 

（２）休暇の種類 

種　類 取　得　の　要　件 取得可能日数等

年 次 有 給
休      　 暇

20日以内（取得しなかった日数
は翌年に限り繰越可能）

病 気 休 暇
職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しない
ことがやむをえないと認められる場合

必要最小限と認められる期間
(6日間)

特 別 休 暇
選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他特別の事由に
より職員が勤務しないことが相当である場合

産前休暇:8週間(6週間)、産後
休暇:8週間、出産補助休暇:2日
(0)、産前産後補助休暇:5日(0)、
子の看護休暇:5日、夏季休暇:4
日等

組 合 休 暇
登録された職員団体の規約に定める執行機関、議決機関、監査機
関等の構成員として当該機関の業務に従事するなどの場合

30日以内の期間（0)

介 護 休 暇
配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により２
週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものを介
護するため、勤務しないことが相当であると認められる場合

各任命権者が、職員の申出に
基づき指定する期間内におい
て、3回を超えず、かつ、通算し
て6月（93）を超えない範囲内

介 護 時 間

配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により２
週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものを介
護するため、1日の勤務時間の一部を勤務しないことが相当である
と認められる場合

各任命権者が、職員の申出に
基づき指定する期間内におい
て、連続する3年の期間内にお
いて1日につき2時間以内

有
給
休
暇

無
給
休
暇

  ※（）内はフルタイム会計年度任用職員の取得可能日数 

  ※フルタイム会計年度任用職員は、産前産後休暇、子の看護休暇については、無給 



- 19 - 

（第3条第5号関係） 

５ 職員の休業の状況（令和2年度） 

種 類 要 件 
休業者数 

総 数 新規取得者数 

育 児 休 業 
3歳に満たない子を養育するため、その子が3歳に達する日まで休業する

ことができる。 
232人 92人 

部 分 休 業 
小学校就学の始期に達しない子を養育するため、1日の勤務時間の一部を

勤務しないことができる。 
 125人  59人 
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（第3条第6号関係） 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況（令和2年度） 

（１）分限処分の状況 

(件)

処　分　事　由　等
地方公
務員法

降 任 免 職 休 職 失 職 合 計

勤務実績が良くない場合
第28条
　第1項第1号

0

心身の故障の場合
第28条
　第1項第2号
　第2項第1号

21 21

職に必要な適格性を欠く場合
第28条
　第1項第3号

0

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

第28条
　第1項第4号

0

刑事事件に関し起訴された場合
第28条
　第2項第2号

0

失職した場合
第28条
　第4項

0

合　　　　　　計 0 0 21 0 21

  備 考 1 地方公務員法に基づき分限処分に付された者の状況を示します。 

      2 2以上の事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上します。 
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（２）懲戒処分の状況                            （件） 

処　分　事　由
地方公
務員法

戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計

法令に違反した場合
第29条
　第1項第1号

1 1

職務上の義務に違反し
又は職務を怠った場合

第29条
　第1項第2号

1 3 4

全体の奉仕者たるに
ふさわしくない非行のあった場

第29条
　第1項第3号

0

1 3 1 0 5合　　　　　　計

  備 考 1 地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況を示します。 

      2 2以上の事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上します。 
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（第3条第7号関係） 

７ 職員の服務の状況（令和2年度） 

（１）営利企業等従事許可の状況 

 （件）

区 分 件数 

営利企業等の従事許可 434 

  備 考 地方公務員法第38条及び職員の営利企業等の従事制限の許可基準に関する規則の規定に基づく営利企業等の 

従事許可の状況です。 

（２）職務専念義務免除の許可状況 

 （件）

区 分 件数 

職務専念義務免除の許可 34 

  備 考 地方公務員法第35条及び職務に専念する義務の特例に関する条例の規定に基づく職務専念義務免除の許可の 

状況です。 

（３）年次有給休暇の状況（令和2年4月1日～令和3年3月31日） 

                         （日） 

総付与日数 総使用日数 対象職員数
一人当たりの
平均使用日数

144,402 43,244 3,850 11.2

 備 考 1 総付与日数は、当該年4月1日現在において、対象職員に付与された日数の合計（前年からの繰越分 

を含む。）です。 

      2 総使用日数は、対象職員の使用した年次有給休暇の合計です。 

      3 対象職員数は、当該年度の4月1日から3月31日までの全期間在職した職員の合計とし、当該期間中の採 

用・退職者並びに育児休業・休職者等及び派遣・受入職員を除きます。 
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（第3条第8号関係） 

８ 退職管理の状況 

対象者

公表内容

公表方法

(1)　氏名
(2)　離職時の職
(3)　離職日
(4)　再就職日
(5)　再就職先の名称
(6)　再就職先における地位

岐阜市ホームページに掲載

退職時に課長級以上の職員
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（第3条第9号関係） 

９ 職員の研修の状況（令和2年度） 

研修種別 研修項目 対象者 修了者数

基本研修 

課長級研修 課長級昇任者 28

係長研修 係長昇任者 45

中堅職員研修 主任主事・主任技師昇任後 5年目の職員等 73

主任主事・主任技師等研修 主任主事・主任技師昇任者等 59

新規採用職員研修 新規採用職員 106

特別研修 

会計・契約事務研修（初任者向け） 全職員 139

ハラスメント研修（課長） 課長 158

政策形成研修 全職員 15

女性職員エンカレッジ研修 女性職員（主幹等） 15

住民対応向上研修 全職員 48

育児休業者職務復帰支援研修 育児休業中の職員 20

その他 全職員 345

派遣研修 

国土交通大学校 全職員 0

全国建設研修センター 全職員 0

市町村職員中央研修所 全職員 0

全国市町村国際文化研修所 全職員 0

市町村振興協会市町村研修センター 全職員 154

その他 全職員 14

総計 1,219

  備 考 地方公務員法第39条及び岐阜市職員の研修に関する規程（職場研修及び自己啓発を除く。） 

に基づき、任命権者が行う職員の研修の状況です。 
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（第3条第10号関係） 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況（令和2年度） 

（１）健康診断の実施状況                         （人） 

対象者数 受診者数 受診率(%)

　定期健康診断 5,754 5,706 99.2%

　深夜業務従事者健康診断 1,194 1,181 98.9%

　微生物取扱者健康診断 21 21 100.0%

　有機溶剤取扱者健康診断 64 64 100.0%

内　　　容
実施状況
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（２）福利厚生事業の概要  

事業の内容 　実  　施  　状  　況

1 給付事業 給付の種類と給付件数

災害見舞金 3 件 結婚祝金 119 件

休業見舞金 1 件 出産祝金 200 件

傷病見舞金 52 件 弔慰金 204 件

入学祝金 337 件 被災地派遣家族慰労金 1 件

永年勤続家族慰労金 397 件

2　福利事業 福利事業の内容と参加人数

テーマパーク助成 533 人 鵜飼観覧 38 人

観劇会 80 人 FC岐阜観戦 353 人

映画鑑賞 212 人 退職準備説明会 0 人

ｶﾙﾁｬｰｾﾝﾀｰ受講補助 9 人 通信教育受講補助 60 人

バレーボール大会 0 人 ソフトボール大会 390 人

ウォーキング補助 0 人 ボランティア助成 0 人

指定旅館利用 389 部屋 定額補助施設利用 57 人

通年施設利用補助 397 人 人間ドック補助 217 人

オプション検査受診補助 1,129 人 インフルエンザ予防接種補助 3,165 人

精密検査受診補助 641 人 体育会運営補助

ぎふまつり職員みこしパレード補助

3　生活資金貸付事業 貸付件数 8 件

4  厚生事業 市庁舎地下１階にて、売店を経営

備 考 (1)･(2)は、地方公務員法第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況を示します。 
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（３）公務災害の状況                          （件） 

1 28 24 2 3

令和2年度末
現在未処理件数

令和元年度末
現在未処理件数

受理件数
取り下げ
件　　数

認定件数
公務外
件　数

（４）通勤災害の状況                          （件） 

0 5 4 0 1 0

令和2年度末
現在未処理件数

令和元年度末
現在未処理件数

受理件数
取り下げ
件　　数

認定件数
通勤災害外
件　　数

備 考 (3)･(4)は、地方公務員災害補償法に基づく職員の公務災害の状況を示します。 
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（第3条第11号関係） 

１１ その他 

  採用試験の実施状況（令和2年度） 

（１）受験資格等   

<令和3年4月1日採用> 

第1次試験日 試験の名称 職種

R2.6.20 資格免許職(A) 助産師 44 歳以下

看護師 44 歳以下

R2.6.27 資格免許職(A) 助産師 44 歳以下

看護師 44 歳以下

R2.6.28 大学卒程度 事務職 22
29

歳以上
歳以下

技術職（電気） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（機械） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（土木） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（建築） 22
29

歳以上
歳以下

薬剤師 59 歳以下

獣医師 44 歳以下

精神保健福祉相談員 45 歳以下

看護師の免許を有する又は取得見込
みの者

年齢（採用時） 資格・免許 その他

助産師の免許を有する又は取得見込
みの者

助産師の免許を有する又は取得見込
みの者

看護師の免許を有する又は取得見込
みの者

22歳未満の者で学校
教育法に基づく大学
を卒業又は卒業見込
みの者若しくはこれ
と同等の資格がある
と認める者

薬剤師の免許を有する又は取得見込
みの者

獣医師の免許を有する又は取得見込
みの者

精神保健福祉士の免許を有する又は
取得見込みの者
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第1次試験日 試験の名称 職種

R2.6.28 大学卒程度 医療ソーシャルワーカー 44 歳以下

資格免許職(A) 保健師 34 歳以下

資格免許職(B) 作業療法士 59 歳以下

臨床検査技師 59 歳以下

保育士 39 歳以下

幼稚園教員 幼稚園教員 39 歳以下

R2.8.2 障がい者 事務職

R2.9.20 消防職 18
27

歳以上
歳以下

短大卒・高校卒程度 事務職 18 歳以上

21 歳以下

R2.10.25 大学卒程度 技術職（電気） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（機械） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（土木） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（建築） 22
29

歳以上
歳以下

年齢（採用時） 資格・免許 その他

保健師の免許を有する又は取得見込
みの者

18歳以上
34歳以下

障害者手帳（身体障害者手帳、療育手帳または精神障害
者保健福祉手帳）の交付を受けている者

臨床検査技師の免許を有する又は取
得見込みの者

保育士として都道府県知事の登録を
受けている又は登録見込みの者

幼稚園教諭の普通免許状を有する又
は取得見込みの者及び保育士として
都道府県知事の登録を受けている又
は登録見込みの者

居住地制限及び身
体要件有り

社会福祉士の免許を有する又は取得
見込みの者

22歳未満の者で学校
教育法に基づく大学
を卒業又は卒業見込
みの者若しくはこれ
と同等の資格がある
と認める者

作業療法士の免許を有する又は取得
見込みの者
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第1次試験日 試験の名称 職種

薬剤師 59 歳以下

精神保健福祉相談員 44 歳以下

資格免許職(B) 作業療法士 59 歳以下

技術職（電気） 30 歳以上

39 歳以下

技術職（機械） 30 歳以上

39 歳以下

技術職（土木） 30 歳以上

39 歳以下

技術職（建築） 30 歳以上

39 歳以下

R2.11.1 現業職 現業職 20
39

歳以上
歳以下

年齢（採用時） 資格・免許 その他

臨床心理士、公認心理師、臨床発達
心理士のうち、いづれかの免許を有
する者又は取得見込みの者

薬剤師の免許を有する又は取得見込
みの者

作業療法士の免許を有する又は取得
見込みの者

中型自動車第一種
運転免許以上の免
許を有する人（８
ｔ限定も可）
又は令和２年度中
に取得見込みの人

民間企業等において土木工事の設
計、施工管理等に携わった職務経験
年数が申込時において６年以上ある
者

民間企業等おいて、建築関連の民間
企業等における職務経験年数が申込
時において６年以上あり、一級建築
士の免許を有している者

民間企業等
職務経験者

民間企業等において電気設備の設
計、施工管理等に携わった職務経験
年数が申込時において６年以上ある
者

民間企業等おいて、機械設備の設
計、施工管理等に携わった職務経験
年数が申込時において６年以上ある
者



- 31 - 

第1次試験日 試験の名称 職種

R2.12.6 大学卒程度 獣医師 44 歳以下

資格免許職(A) 保健師 34 歳以下

資格免許職(B) 保育士 39 歳以下

任期付職員 保育士

R2.12.12 大学卒程度 管理栄養士 48 歳以下

診療情報管理士 事務職（診療情報管理士） 39 歳以下

資格免許職(B) 言語訓練指導員 59 歳以下

作業療法士 59 歳以下

R2.12.13 大学卒程度 事務職 22
29

歳以上
歳以下

R3.1.16 大学卒程度 技術職（電気） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（機械） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（土木） 22
29

歳以上
歳以下

技術職（建築） 22
29

歳以上
歳以下

年齢（採用時） 資格・免許 その他

保育士として都道府県知事の登録を
受けている又は登録見込みの者

診療情報管理士の免許を有する又は
取得見込みの者

言語聴覚士の免許を有する又は取得
見込みの者

作業療法士の免許を有する者又は取
得見込みの者

獣医師の免許を有する又は取得見込
みの者

22歳未満の者で学校
教育法に基づく大学
を卒業又は卒業見込
みの者若しくはこれ
と同等の資格がある
と認める者

保育士として都道府県知事の登録を
受けている又は登録見込みの者

保健師の免許を有する又は取得見込
みの者

管理栄養士の免許を有する者又は取
得見込みの者
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第1次試験日 試験の名称 職種

R3.1.16 大学卒程度 薬剤師 59 歳以下

獣医師 44 歳以下

資格免許職(A) 保健師 34 歳以下

資格免許職(Ｂ) 理学療法士 59 歳以下

作業療法士 39 歳以下

R3.1.24 資格免許職(A) 保健師 34 歳以下

年齢（採用時） 資格・免許 その他

薬剤師の免許を有する又は取得見込
みの者

獣医師の免許を有する又は取得見込
みの者

保健師の免許を有する又は取得見込
みの者

保健師の免許を有する又は取得見込
みの者

理学療法士の免許を有する者又は平
その資格を取得見込みの者

作業療法士の免許を有する又はその
資格を取得見込の者
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<令和2年度中採用>

第1次試験日 試験の名称 職種
R2.6.14 大学卒程度 技術職（土木） 22

30
歳以上
歳以下

精神保健福祉相談員 46 歳以下

薬剤師 59 歳以下

医療ソーシャルワーカー 44 歳以下

管理栄養士 49 歳以下

資格免許職(B) 作業療法士 59 歳以下

理学療法士 59 歳以下

臨床検査技師 59 歳以下

保育士 40 歳以下

R2.12.6 実務経験者 事務職（司書）

作業療法士の免許を有する者

薬剤師の免許を有する者

社会福祉士の免許を有する者

臨床検査技師の免許を有する者

30歳以上
40歳以下

図書館法第5条に規定する司書の資格を有し、図書館法
第2条に規定する図書館において同法第4条に規定する司
書として実務経験年数が申込時において6年以上である
者

臨床検査技師の免許を有する者

保育士として都道府県知事の登録を
受けている者

管理栄養士の免許を有する者

22歳未満の者で学校
教育法に基づく大学
を卒業した者又はこ
れと同等の資格があ
ると認める者

年齢（採用時） 資格・免許 その他

精神保健福祉士の免許を有する者
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（２）採用試験の日程・実施状況 

 《令和3年4月1日採用分》 

試験日
受験
者数

発表 合格 試験日
受験
者数

発表

看護師 40人 91 73 28 1 27

助産師 若干人 2 1 1 0 1

事務職 30人程度 186 141 83 78 38 20 18

技術職（電気） 若干人 4 2 2 1 0 0 0

技術職（機械） 5人程度 1 1 1 1 0 0 0

技術職（土木） 20人程度 14 11 7 7 6 6 0

技術職（建築） 若干人 5 4 3 3 2 1 1

薬剤師 若干人 7 6 6 6 3 1 2

獣医師 若干人 2 2 2 2 1 0 1

精神保健福祉相談員 若干人 5 5 4 3 2 1 1

医療ソーシャルワーカー 若干人 7 7 2
7/19（日）、
8/17（月）

2 1 0 1

資格免許職(A） 保健師 若干人 17 16 13
7/19（日）、
8/3（月）

13 6 0 6

作業療法士 若干人 1 1 1 1 1 0 1

臨床検査技師 若干人 15 15 11 10 1 0 1

保育士 10人程度 32 30 16
7/19（日）、
8/4（火）

16 12 0 12

若干人 5 5 4
7/19（日）、
8/1（土）

4 8/14（金） 1 0 1

障がい者 事務職 若干人
6/15（月）
～7/14（火）

19 8/2（日） 17 8/19（水） 2 11/1（日） 1 11/13（金） 1 0 1

最終
合格
者数

男

資格免許職(B)

大学卒程度

区分 職種区分 募集人員
受付
期間

第１次試験 第２次試験

女

7/19（日）、
8/6（木）、
17（月）

申込
者数

7/9（木）

9/8（火）
5/1（金）
～5/29（金）

資格免許職(A)
4/2日（木）～4/22（水）、

5/8（金）

7/19（日）、
8/3（月）、
4（火）、
6（木）、
7（金）、
11（火）、
12（水）、
13（木）

6/28（日）

6/20（土）、
27（土）

7/22（水）

幼稚園教員
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試験日
受験
者数

発表 合格 試験日
受験
者数

発表

短大卒・高校卒程度 事務職 若干人
8/3（月）
～17（月）

42 9/20（日） 39 10/7（水） 13 10/24（土） 13 11/6（金） 4 1 3

消防 消防職 10人程度
8/3（月）
～17（月）

103 9/20(日) 86 10/5(月) 50

10/19（月）、
20（火）、
21（水）、
23（金）

46 11/5(木) 17 15 2

技術職（電気） 5人程度 3 3 3 3 1 1 0

技術職（機械） 5人程度 4 4 4 4 2 2 0

技術職（土木） 5人程度 2 2 1 1 1 1 0

技術職（建築） 5人程度 3 3 2 2 1 1 0

薬剤師 若干人 2 2 1 1 0 0 0

精神保健福祉相談員 若干人 5 5 4 4 1 0 1

資格免許職B 作業療法士 若干人 1 1 1 11/27(金) 1 12/8(火) 1 1 0

技術職（電気） 若干人 2 1 1 1 1 1 0

技術職（機械） 若干人 3 3 3 3 0 0 0

技術職（土木） 若干人 2 1 1 1 1 1 0

技術職（建築） 若干人 0 0 0 0 0 0 0

現業職 現業職 若干人
10/1（木）
～10/15（木）

30 11/1(日) 24 11/17(火) 12 12/13(日) 10 12/25/(金) 5 5 0

大学卒程度 獣医師 若干人 2 2 2 2 2 1 1

資格免許職A 保健師 若干人 3 3 2 2 1 0 1

資格免許職B 保育士 若干人 4 4 4 2 1 0 1

任期付職員 保育士 若干人 1 0 0 0 0 0 0

01/05/(火)

最終
合格
者数

男区分 職種区分 募集人員
受付
期間

第１次試験 第２次試験

女
申込
者数

大学卒程度

民間企業等職務経験者

12/25(金)

11/5（木）

12/2(水)

10/25（日）

11/17（火）、
18（水）

11/17（火）、
18（水）

12/2(水)

12/15(火)12/6(日)

9/15（火）
～10/9（金）

11/2（月）
～18（水）
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試験日
受験
者数

発表 合格 試験日
受験
者数

発表

大学卒程度 事務職 5人程度
11/2（月）
～18（水）

93 12/13(日) 75 12/24(木) 48
1/8（金）、
12（火）

44 1/20(水) 27 19 8

大学卒程度 管理栄養士 若干人 8 8 5 1/19(火) 5 1 1 0

診療情報管理士 事務職（診療情報管理士） 若干人 2 2 2 1 1 1 0

言語訓練指導員 若干人 2 2 2 2 1 1 0

作業療法士 若干人 0 0 0 0 0 0 0

技術職（電気） 1 1 1 1 0 0 0

技術職（機械） 1 1 1 1 1 1 0

技術職（土木） 1 1 1 1 0 0 0

技術職（建築） 0 0 0 0 0 0 0

獣医師 0 0 0 0 0 0 0

薬剤師 1 1/16(土) 1 1/22(金) 1 2/3(水) 1 2/15(月) 0 0 0

資格免許職A 保健師 若干人
12/15（火）
～1/8（金）

4 1/24（日） 4 1/29（金） 4 2/3（水） 4 2/15（月） 3 0 3

12/12(土) 12/25(金) 1/28(木)

1/12(火)

2/15（月）

最終
合格
者数

男区分 職種区分 募集人員
受付
期間

第１次試験 第２次試験

女
申込
者数

12/1（火）
～18（金）

11/16（月）
～30（月）

1/16（土） 1/22（金） 2/3（水）

若干人

資格免許職B

大学卒程度
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《令和2年度中採用分》 

試験日
受験
者数

発表 合格 試験日
受験
者数

発表

技術職（土木） 若干人 2 6/14（日） 2 6/23（火） 2 7/1（水） 2 7/3（金） 1 1 0

精神保健福祉相談員 若干人 0 0 0 0 0 0 0

薬剤師 若干人 1 1 1 1 0 0 0

医療ソーシャルワーカー 若干人 3 1 0 0 0 0 0

管理栄養士 若干人 7 6 4 3 1 0 1

作業療法士 若干人 0 0 0 0 0 0 0

理学療法士 1人程度 3 3 3 3 1 0 1

臨床検査技師 1人程度 5 4 3 3 1 1 0

保育士 5人程度 0 0 0 0 0 0 0

実務経験者 事務職（司書） 1人程度 11/2（月）～18（水） 3 12/6（日） 3 12/15（火） 2 12/25（金） 2 1/5（火） 1 0 1

資格免許職(B)

4/15（水）
～30（木）

申込
者数

6/30（火） 7/7（火）

最終
合格
者数

男 女

大学卒程度

第１次試験 第２次試験

区分 職種区分 募集人員
受付
期間

6/23（火）6/14（日）
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（第5条第1号関係） 

１ 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和2年度）       （件） 

区　分
令和元年度末
現在未処理件数

措置要求件数 処理件数
令和2年度末
現在未処理件数

給　与 0 0 - 0

旅　費 0 0 - 0

勤務時間 0 0 - 0

休　暇 0 0 - 0

執務環境 0 0 - 0

福利厚生 0 0 - 0

任　用 0 0 - 0

その他 0 1 - 0

計 0 1 0 0

  備考  1 措置要求件数は、措置要求をした職員1人を1件とし、複数人の職員が共同で措置し

た場合も職員1人をもって1件とします。 また、1人の職員が複数の異なる区分につい

て同時に措置要求した場合は、それぞれを1件とします。 

      2 処理件数には、措置要求が要件を欠くため、実体審理に入らないで不受理としたも

のを含みます。 

（第5条第2号関係） 

２ 不利益処分に関する不服申立ての状況（令和2年度）      （件） 

令和元年度末
現在未処理件数

不服申立て
件数

処理件数
令和2年度末
現在未処理件数

降任 0 0 - 0

休職 0 0 - 0

免職 0 0 - 0

戒告 0 0 - 0

減給 0 0 - 0

停職 0 0 - 0

免職 0 0 - 0

0 0 - 0

0 0 0 0

その他

計

分
限
処
分

区　分

懲
戒
処
分

  備考  1 不服申立て件数は、不服申立てをした職員1人を1件とします。 

      2 処理件数には、不服申立てが要件を欠くため、実体審理に入らないで不受理とした

ものを含みます。 
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（第5条第3号関係） 

３ 職員の苦情処理の状況（令和2年度）                       （件） 

区　分
令和元年度末
現在未処理件数

苦情・相談
件数

処理件数
令和2年度末
現在未処理件数

給　与 0 0 - 0

旅　費 0 0 - 0

勤務時間 0 0 - 0

休　暇 0 0 - 0

執務環境 0 0 - 0

福利厚生 0 0 - 0

任　用 0 0 - 0

離　職 0 0 - 0

再任用 0 0 - 0

分限処分 0 0 - 0

懲戒処分 0 0 - 0

そ の 他 0 0 - 0

計 0 0 0 0

  備考 1 苦情･相談処理件数は、苦情･相談をした職員1人を1件とし、複数人の職員が共同で苦

情・相談した場合も職員1人をもって1件とします。また、1人の職員が複数の異なる

区分について同時に苦情・相談をした場合は、それぞれを1件とします。 


